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日臨技総合監理検査技師制度 

認定管理検査技師コース実施要項 

(平成 26年度用） 
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日臨技総合監理検査技師制度 

第 3 回認定管理検査技師コース(平成 26年度）実施要項 

 

 

Ⅰ 受講期間： 平成 26年 6月 ～ 平成 26年 8月 

       本年度については 3日間×2クールとなります。 

日程 ①6月 20日（金）～22日（日）、②8月 22日（金）～24日（日） 

（金曜日 13：00～18：00、土曜日 9：00～18：00 日曜日 9：00～16：00）       

 

Ⅱ 受講会場：  ①②の金曜日開催分  日本臨床検査技師会館 3階第 1会議室 

〒143-0016  東京都大田区大森北 4-10-7 

TEL 03-3768-4722 

        ①の土日曜日開催分 東京工科大学キャンパス 5階 30514・30515教室 

                  〒144-8650  東京都大田区西蒲田 5-23-22 

                  TEL 03-6424-1111 

        ②の土日曜日開催分 AP品川 10階 A・Bルーム 

                  〒108-0074  東京都港区高輪 3-25-23 京急第２ビル 

                  TEL 03-5798-3109 

      注：本年度は土日開催分について第 2回（平成 25年度）の受講者と合同受講となります。 

  

Ⅲ 受講申請料： 20,000円 講習受講のための費用を指定の口座へ納付すること。 

       ＊振込みされた受講料は、受講を取り消しても返却いたしません。 

 

Ⅳ 資格認定料： 20,000円  認定合格発表後、登録費用を指定の口座へ納付すること。 

       ＊振込みされた資格認定料は、認定を辞退されても返却いたしません。 

 

Ⅴ 受講資格： 以下の全てを満たす者 

１）臨床検査技師免許資格取得後 3年以上の実務経験があること。 

２）日臨技会員であること。 

３）生涯教育研修制度を修了していること。 

 

Ⅵ 募集定員： 50名（金曜日会場を日本臨床検査技師会館とするため） 
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Ⅵ 受講申請手順（受付締切延長後の手続日程） 

１．受講申請書類は日臨技ホームページ「日臨技認定センター資格情報」よりダウンロードしてくだ

さい。 http://www.jamt.or.jp/studysession/center/asset/docs/20120321_file03.pdf 

２．受講者は、受講申請書類＜様式 ka-１～様式 ka-４＞に必要事項を記入し、必要書類等を揃えて 

「日臨技認定センター」宛てに郵送してください。 

３．受講申請書受付開始 ： 平成 26年 4月 16日（水） 

４．受講申請書受付締切 ： 平成 26年 5月 30日（金）＜必着＞ 

５．受講可否判定 ：   平成 26年 5月 30日（金）～6月 3日（火） 

６．受講料請求書発送：  平成 26年 6月 3日（火） 

７．受講料振込 ：    平成 25年 6月 3日（火）～6月 10日（火） 

８．受講証発送 ：    平成 26年 6月 11日（水） 

９．受講申請書類提出先 ： 〒143-0016 東京都大田区大森北 4-10-7 

一般社団法人 日本臨床衛生検査技師会 日臨技認定センター宛 

※ 封筒の表面に「第 3回認定管理検査技師コース受講申請書在中」と朱記のうえ、住所氏名 

を記入すること。 

 

Ⅶ 申請時必要書類 

受講申請書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （様式 ka-１） 

経 歴 書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （様式 ka-２） 

日臨技生涯教育研修制度修了証書写貼付書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （様式 ka-３） 

チェックリスト（申請者本人・資格審査委員兼用） ・・・・・・・・・・・・・・・ （様式 ka-４） 

 

◆認定技師資格の認定期間について 

１）所定の課程を修了した受講者に対し、平成 27年 1月（予定）に行われる認定判定会議での承認

後、平成 27年 4月 1日より認定資格が付与されます。 

２）年度単位とします（4月１日～3月 31日）。 

３）新しい知識等を常に保持するために、5年ごとの認定期間とし、更新制度を設けます。 

 

◆認定技師の氏名公表について 

この制度による認定技師は指導的な役割を担っていただくことを目標の一つとしていることから特

に申し出のない限り、会報等に県名・氏名を公表いたします。 

 

◆認定更新の要件 ： 別に定める。 

 

http://www.jamt.or.jp/studysession/center/asset/docs/20120321_file03.pdf

